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	（酒井副部会長）
　それでは、本日は、足立区地域密着型サービスの運営に関する委員会としての審議事項、それから介護保険・障がい福祉専門部会としての従来どおりの報告事項と連絡事項ということになっております。

　それでは、まず地域密着型サービスの運営に関する委員会としての審議事項として、皆葉介護保険課長よりご説明をお願いしたいと思います。
（皆葉介護保険課長）
　介護保険課長の皆葉です。よろしくお願いします。

　それでは、「地域密着型サービスを行う事業者の指定更新について」ご説明いたします。

　資料１、１ページから２ページをごらんください。

　今回の指定更新の事業者が８事業所ございます。内訳としましては、認知症対応型通所介護が「認知症デイサービスよりみちの家」、「デイサービスセンター竹の塚翔裕園」の２事業所、続きまして、小規模多機能型居宅介護が「ほほえみの家」の１事業所、認知症対応型共同生活介護が「花のさと」、「きらら東綾瀬」、「であい」、「竹」、『つどい「石山家」』の５事業所でございます。

　事業所の所在地、法人名、利用定員、更新日等は記載のとおりでございます。ご審議をよろしくお願いしたいと思います。

　私からの説明は以上です。

（酒井副部会長）
　ありがとうございました。
　それでは、審議に入りたいと思うのですが、ご質問、ご意見をいただく前に、記録をとる関係上、ご発言の前にお名前をお願いしたいと思います。
　それでは、まずこの審議事項につきましてご意見をいただきたいと思います。議員の先生はいっぱいお話があるかと思うんですが、まずは、一般委員の先生からお願いしたいと思います。

　いかがでしょうか。議員の先生はいかがでしょうか。

　お願いします。
（前野委員）
　区議会の前野と申します。よろしくお願いいたします。

　初めに、今回この指定の更新にあたっての評価というのはどのように評価されてきて、更新となっているんでしょうか。

（皆葉介護保険課長）
　各事業者から申請されます。その申請内容についての整合を含めた形で内部的な審査は通っているという状況で、今回お出ししております。

（前野委員）
　この審査の内容というのは、この場での提出というのはできるんでしょうか。

（皆葉介護保険課長）
　細かい内容については、幅が広いということもございまして、きょうこの場での説明はできかねます。申しわけございません。

（前野委員）
　はい、わかりました。

（酒井副部会長）
　よろしいですか。

　指定更新に関して異議はないということですよね。要件的には、資格的には。

（皆葉介護保険課長）
　そういうことになります。

（奥野委員）
　奥野ですけれども、１つだけ教えていただきたいんですが、指定更新するというのは非常に重要なプロセスですけれども、これまで利用している方々、認知症の方たち、ご本人から感想を聞くとかそういう意見をいただくことは無理かとは思いますけれども、ご家族からここの施設を利用してどうかというような調査というかアンケートとか、そういうものも区としてはなさっていらっしゃるんでしょうか。

（皆葉介護保険課長）
　お答えします。

　第三者評価として、この辺はしっかりとやってございます。

（酒井副部会長）
　そのほかにございますでしょうか。

　それでは、審議事項に関しては今の状況で一応異議がないと思われるのですが、いかがでしょうか。

　それでは、指定更新については専門部会として指定更新を確認したということでまいりたいと思います。

　続きまして、介護保険・障がい福祉専門部会の報告事項と連絡事項に入っていきたいと思います。

　それでは、まず報告事項と連絡事項のご説明を各担当の方から進めていただきまして、その後に質疑を行うという形にしたいと思います。

　報告事項の１「足立区介護保険条例の一部改正について」、これは資料の２ですね。それから、報告事項の２「平成26年度足立区介護保険事業実施状況（速報値）について」、資料の３と３―１、この２件につきまして皆葉介護保険課長よりご説明お願いしたいと思います。
（皆葉介護保険課長）
　それでは、引き続き説明させていただきます。

　まず、資料２「足立区介護保険条例の一部改正について」をご説明いたします。

　資料２、３ページをごらんください。

　昨年10月に消費税が８％から10％になることに伴い、当初は第１段階から第３段階の低所得者への保険料を軽減するということを予定しておりましたが、実際に平成29年４月に先送りということになりました。ただし、国が今回特に所得の低い第１段階の方の保険料率のみを0.5から0.45へ軽減、年額保険料として３万7,080円から３万3,480円に軽減することになりました。これは、介護保険施行令が公布されて決まったわけですが、これにあわせて足立区介護保険条例も変更し、４月１日から適用するということになりましたので、ご報告をいたします。

　続きまして、資料３「平成26年度足立区介護保険事業実施状況（速報値）について」ご説明いたします。
　申しわけありません。きょう席上配付で差しかえになってございます中身が、真ん中ぐらいの備考の一番右の高齢化率の推移、平成27年の数字なんですが、数字が75,654となって、６が抜けていまして、正しいのが67万5,654ということです。申しわけありません、数字が違っておりました。

　続いて説明いたします。

　内容でございますが、第１号の被保険者数につきましては16万4,000人で、4,400人の増、収納率は97％、これは横ばいです。認定者の数ですが、約３万人で、1,000人ふえております。介護サービス受給者は２万5,000人で、これも1,000人ふえております。保険給付額ですが、445億で、昨年度比で23億円ふえている状況でございます。
　それから、高齢者人口につきましては67万5,000人で、総人口の24.2％という高齢化率となっております。速報値の詳細につきましては、資料３－１、５ページ、６ページに記載しておりますので、後ほどご確認お願いしたいと思います。

　私からの説明は以上でございます。よろしくお願いします。

（酒井副部会長）
　ありがとうございました。

　それでは、報告事項の３「地域包括ケアシステム推進会議の設置について」、資料の４、報告事項の４「介護保険外サービスの自己負担割合変更について」、資料の５、報告事項の５「平成27年度介護予防チェックリストの実施について」、資料の６、あわせて依田高齢サービス課長にご説明をお願いしたいと思います。
（依田高齢サービス課長）
　高齢サービス課長の依田でございます。どうぞよろしくお願いいたします。
　まず、７ページの資料４をごらんください。

　「地域包括ケアシステム推進会議の設置について」でございます。

　昨年度より地域包括ケアシステムの構築に向けてということで、いろいろ説明させていただいておりましたが、ことし会議体の設置を行いたいということで、先日の区議会において条例を可決していただきまして、設置に向けて取り組むものであります。

　記載されておりますように、学識の方６名以内、区内関係団体の構成員38名以内、区職員６名以内ということで、最大50名ということで構成をさせていただきますが、当面におきましては、３番にお示ししておりますように、医療介護の連携推進、それから介護予防、日常生活支援総合事業推進、認知症ケア推進ということで、この３つに重点を置いてご議論いただきたいということで検討を深めさせていただいております。

　当面は、少人数でコアな限られた人間で少しご議論いただきまして、きちんと状況が深まった中でその他の方々に入っていただく、そのほかの関係団体の方々に入っていただくかどうかについてもご議論していただければと思っております。

　続きまして、８ページの資料５をごらんください。

　介護保険制度の改正によりまして、ことしの８月１日から一定の所得がある方につきましては、２割負担ということで介護保険の制度改正が導入されております。足立区におきましても、３番でお示しをしています各事業につきましては、助成の内容見直しをさせていただきまして、介護保険で２割になる方については、こちらの保険外サービスについても２割ということで変更させていただきたいというものであります。

　なお、参考までに実績の数字を載せさせていただいております。手すりの取りつけにつきましては、26年度、69件、助成をさせていただいておりますが、２割の対象者の方はゼロ件ということで数字をご確認いただければと思っております。

　また、４番にお示しをしている内容につきましては、２割負担の増減はなく、今までの低額のままでお願いをしているところであります。

　９ページの資料６をごらんください。

　介護予防チェックリストの実施についてでございます。

　介護予防のチェックリストにつきましては、国で介護予防教室の参加者の抽出を目的として、ここ何年かやってきたところであります。今回の制度改正にあわせて介護予防教室の見直しも、介護予防事業の見直しも国は提言をしておりまして、このチェックリストについても、やる、やらないは自治体の判断にゆだねられるところになっております。私ども足立区といたしましては、この介護予防のチェックリストに、認知症早期発見のための項目を加えた内容にかえて、介護予防のチェックリストを実施させていただいているところでございます。今月に入りまして、チェックリストを送付させていただきまして、先週いっぱいで一応締めていいという形で、９月中旬から順次結果アドバイス評定後の送付をさせていただきますという形でやらせていただいております。
　今回のこの介護予防のチェックリストでございますが、今までは回答があった方に対して介護予防教室が必要ですよという方のお誘いのために実施をしてきましたけれども、今年からはそういった方々に加えまして、認知症の疑いのある方についても地域包括支援センターからお声がけをさせていただきますというものと、もう一つは、未回答の方についても必要に応じて包括の職員が訪問させていただいて、状況確認をさせていただいて、今、認知症の重篤化した方のケアで地域包括が忙殺されておりますけれども、なるべく早期発見、早期治療に踏み切れるような体制づくりの一環としての取り組みでございますので、ご了承いただければと思っております。

　私からの報告は以上でございます。

（酒井副部会長）
　ありがとうございました。

　それでは、次に報告事項の６になります。「精神障がい者の障がい者福祉手当申請状況について」を古川足立保健所中央本町地域・保健総合支援課長にご説明をお願いしたいと思います。
（古川足立保健所中央本町地域・保健総合支援課長）
　中央本町地域・保健総合支援課長の古川でございます。どうぞよろしくお願いいたします。

　恐れ入ります。資料の10ページ、資料７をごらんいただきたいと思います。

　件名でございます。「精神障がい者の障がい者福祉手当申請状況について」でございます。
　この件につきましては、昨年12月、第４回区議会の定例会におきまして議会側からのご提案によりまして、「足立区心身障がい者福祉手当条例」、これの一部が改正されました。名称も「足立区障がい者福祉手当条例」に改称されまして、精神障害者保健福祉手帳１級所持の方が新たに障がい者福祉手当、これの支給対象となったものでございます。この４月から受け付けを開始しておりますけれども、今現在の申請受け付け状況についてのご報告でございます。

　１番につきまして申請状況でございます。７月10日資料作成時のデータでございますけれども、先週金曜日７月24日現在では、合計申請が106名の方からいただいております。なお、全体の対象人数でございますけれども、手当対象者、下に書いてあります167名、このうち106名の申請を受けているという状況でございまして、申請率は63％でございます。

　２番といたしまして、これまでの周知状況でございます。

　まず、広報に掲載をさせていただきました。それとタイミングを合わせまして区のホームページ、また医療機関、通所施設、家族会へもチラシを配布させていただいたところでございます。なおかつ、未申請者への個別案内を未申請者ごとに発送、６月18日でございますけれども、させていただきました。しかしながら、今現在、申請率が63％でございますので、この１週間で残りの全員の方に電話で勧奨をさせていただこうと考えてございます。今後のスケジュールでございますけれども、手当の支給、第１回目は８月の中旬を予定してございまして、その後12月、４月に前月までの４カ月分を支給させていただくという内容でございます。

　私からは以上でございます。

（酒井副部会長）
　ありがとうございます。

　それでは、連絡事項のほうに入ります。

　連絡事項の７「平成26年度介護予防事業の実施結果について」、連絡事項８「平成26年度認知症早期発見・早期診断推進事業の実施状況について」、連絡事項の９「足立区重度身体障がい者巡回入浴事業の利用回数の拡大について」、連絡事項の10「障がい者が働くお店を応援しようキャンペーンについて」、連絡事項の11「障害者差別解消法施行に向けた庁内連絡会の実施結果について」、連絡事項12「足立区障害者就労施設等からの平成26年度調達実績の公表について」、連絡事項13「難病医療費助成等の指定難病の拡大及び足立区難病患者福祉手当の対象疾病の拡大について」、これらを各担当からご説明をお願いしたいと思います。
（依田高齢サービス課長）
　高齢サービス課長の依田でございます。よろしくお願いいたします。

　それでは、11ページ、資料８をごらんください。

　「平成26年度の介護予防事業の実施結果について」でございます。

　二次予防事業としてらくらく教室を開催させていただきまして、ごらんのような数字の成果が上がってございます。また、介護予防セルフプラン事業といたしまして、らくらく教室に参加したくないという言い方が正しいんですけれども、そうした方々にも介護予防のプランを作成して取り組みをしていただいております。
　２番にお示しをしているのが、一次予防のはつらつ教室でございます。こちらにつきましては、らくらく教室が、介護予防に取り組まないともう少しで要支援になってしまいますよ、という方々が対象だったものに対して、はつらつ教室はそういったことでなく、元気な方にご参加くださいというものであります。成果につきましては、記載のとおりでございます。

　12ページの資料９をごらんください。

　認知症早期発見・早期診断推進事業の実施状況についてのご報告でございます。
　大内病院に東京都のほうで指定で設置されております取り組みでございまして、認知症疾患医療センターである大内病院の中にありますアウトリーチチームの成果の報告でございます。詳細につきましては、記載のとおりでございますので、ごらんいただければと思います。
　私からは以上でございます。

（近藤障がい福祉課長）
　障がい福祉課長近藤と申します。よろしくお願いいたします。

　私から、資料10から資料14まで一括してご説明いたします。

　まず、資料10、13ページになりますが、巡回入浴の利用回数の拡大をいたしました。年間36回から52回という形に変更、７月１日から変更しております。

　続いて、14ページ、資料11をごらんください。

　こちら、先ほど席上にお配りいたしましたチラシになります。障がい者が働くお店を応援しようキャンペーンを開催いたしました。なかなか障がい者のお店がありましても、施設であったりとかなかなか目立たない場所でやっていたりとありますので、これをきっかけにまずは知っていただくということをメインに考えております。売り上げ高も確かにありますけれども、まずは近くの障がい者のお店に行って、そこからいろいろな方へ広がっていけば障がい者の方の工賃もふえていくということで、こちらを開催いたします。キャンペーンの期間は７月１日から12月28日までを予定をしておりまして、チラシの裏面の100円クーポンを使って、自分のお金を加えてお支払いいただくんですが、そのうち４割をこのクーポンでお使いいただければという形になっております。

　続きまして、資料12、障害者差別解消法施行に向けまして庁内連絡会を開催したという内容になります。こちらも来年４月１日、平成28年４月１日に差別解消法が施行されます。施行されますと、障がいを理由としたあらゆる差別が禁止になりますので、その動向に向けましてまずは庁内の中をきちんと整理をしていかなければいけない。この法律に向かいまして庁内でしっかりと対応していくという形の１回目の会議を開催いたしました。

　また、本日、障がいを理由としてそれが条例とか規則、要項にないか、それを見直すような通知を発しまして、障がいでサービスの利用とか施設の利用を制限するようなことがないよう、確認をするような動きをとりました。

　次に、資料13になります。ページですと16ページになります。

　優先調達法の26年度の調達実績の公表になります。件数は２件ほど減りましたが、金額的には4,369万1,207円と若干ですが前年を上回りましたので、ご報告いたします。
　最後になります。資料14、こちらの難病の拡大につきまして２つの要素が入っております。

　１つは、難病医療費助成制度、こちらは国の難病がふえました関係で、医療費助成制度の拡大がまずあります。その医療費助成制度を受けている方が対象としまして、足立区難病患者福祉手当の支給という形になるのですが、難病がふえたということによりまして、この助成制度並びにこの福祉手当が拡大しましたということになります。その指定一覧につきましては、その後ろの資料14の１からという形で、すべての数を306と、国が306と東京都の指定のほうが20ですね、こちらをつけてございます。

　以上になります。どうぞよろしくお願いします。

（酒井副部会長）
　ありがとうございました。これで説明は以上です。

　それでは、各委員からご質問、ご意見を伺いたいと思います。

　まず、報告事項の１と２についてご質問、ご意見をお願いしたいと思います。

　まず、できれば議員の先生以外からお願いしたいと思います。

　はい、どうぞ。

（村上委員）
　老人クラブの村上と申します。

　まず、この１号被保険者の保険料の徴収、私たち全部100％年金から差し引かれるんですけれども、それ以外の方が、97％ぐらいしか徴収できていないというのがこの報告でわかるんですけれども、これに対して100％になるようにどのような対策を使っているのか、お聞かせ願えればと思うんですが。
（酒井副部会長）
　お願いします。
（皆葉介護保険課長）
　介護保険課長から説明いたします。

　委員おっしゃるとおり、年金から天引きの場合は100％滞納ございません。年金から差し引かれる方も、転入した場合に、何カ月間か普通徴収、年金からは差し引かれなくなってしまうということがありますので、そういった点に対して早期にそういうことが起きますよ、ということについて勧奨をしております。

　それと、高額の方で払えるのに払えないという方につきましては、最終的には差し押さえも念頭に置きながら段階を踏んで、その滞納者の方に対して、「払ってください。介護保険は社会全体で支える制度です。」ということを理解していただきながら、専門非常勤職員３名が、しっかりやっております。その方々が中心にそういったことを毎日、日々電話等でお願いしているという状況で、なるべく滞納がゼロとなるよう頑張っていきたいと思っております。
　以上です。

（村上委員）
　ぜひやっぱり100％になるようにお願いしたいなというふうに思っています。
　あと、これから高齢者がどんどんふえてきますから、この表を見てもわかるように、75歳以上の方がどんどんふえてきます。そうしますと、やはりこれに伴って必然的に要介護の認定者数もふえてくるんですけれども、この要介護の認定されても、介護保険にかからないように私なども要支援１とか２の方々が介護保険を使わない、元気になるように、そういった施策を積極的に進めてもらいたいねと、これを希望です。

（酒井副部会長）
　それでは、ほかにございますでしょうか。

（奥野委員）　
　資料３のところ、ページでは４ページの一番下に２行のところですが、足立区における高齢化率は23区で２番目に高い状況であると書かれていますけれども、この理由というのはどんなふうに分析していらっしゃるか、教えていただけますでしょうか。

（皆葉介護保険課長）
　都営住宅などの集合住宅にも高齢の方が多くお住まいになっている、そういった施設でお亡くなりになったりした場合、その後も高齢者の方が入ってくるような状況がございます。

（奥野委員）
　ありがとうございます。

（酒井副部会長）
　議員の先生を含めてご意見、いかがでしょうか。お願いします。

（浅子委員）
　区議会議員の浅子といいます。

　資料２についてですけれども、今回介護保険料が第１段階だけ0.05引き下げられるということですけれども、具体的に金額的にいうとどのぐらいで、国や都やあと区がその負担をしているんだと、公費負担しているんだと思うんですが、それぞれどのぐらい、とりわけ区がどのぐらい負担をしているのかと、あと何人ぐらいの方がこれに該当したのかということを示してください。

（皆葉介護保険課長）
　介護保険課長からお答えします。

　今回の0.05の影響額なんですが、全体で１億5,000万でございます。それで、国が２分の１、東京都が４分の１、区が４分の１ということで、区の負担が約3,900万です。対象者数ですが、27年度の計画値で申しますと、約４万2,000人が対象者になります。

（酒井副部会長）
　はい、どうぞ。

（浅子委員）
　本来であれば、この方々だけではなくて、昨年の初めの案のときですか、案のときには年金収入と合計所得の合計が80万円以下の方々、それから年金収入と合計所得の合計が80万から120万の方、それからそれ以外の非課税世帯、こういう方々が本来であれば保険料が軽減をされるような話があったわけです。ところが、先ほどもお話があったように、消費税の再増税がなされて財源はそこからというようなことで、残念ながらその軽減が先送りにされたと。ですから、今軽減をされていない方の非課税世帯でも、本来であれば軽減されたのに現在29年度まで軽減されない。ですから、軽減されないということは軽減対象であるということは、生活実態が大変だと。やはり今の保険料、足立区も6,180円ということで、6,000円を超えているところはやはりそんなに多くないと思うんですけれども、そういうことで、本当は軽減をする必要がある方々だけれどもされない。税負担が重くなっているんだというふうに思うんですね。

　今回は、公費投入による低所得者への保険料の軽減が初めて法制化されたということで、やはりこれ、29年を待たなくてそういう生活が大変な方々には一刻も早くやりなさいと、国に意見を足立区でも上げる必要があるんだというふうに思うんですが、どうでしょうか。

（皆葉介護保険課長）
　介護保険課長がお答えいたします。

　今回、先ほども説明したんですが、消費税が８％から10％に上がるという前提のもとで、これまで今委員がおっしゃった第１段階、第２段階、第３段階ということでの軽減を予定しておりました。先ほど言ったように、今回消費税が先送りになったということで、それについても厳しい状況というところは、あまりないのかなということと、今回は消費税が上がらなくても0.05下げたというところでは、ある一定の評価をしております。

　今回、保険料の改定におきまして、公平の負担というところではその辺は加味しながら保険料算定をしておりますので、そこについては特に要望するというようなことはございません。
（酒井副部会長）
　はい、どうぞ。

（浅子委員）
　要望はしないということですが、やはり介護保険の皆さん今年の通知が来たときに、区にもいろいろなご意見とかやっぱり怒りの声があったんじゃないかなというふうに思うんですね。

　2000年、介護保険が始まってから15年たって、大体２倍ぐらいに高く、当初から比べると高くなっているんですよね。ところが、私たちの生活実態を見れば、もうこの間は物価が上がったり、あとやっぱり医療保険料が上がるし、それから年金は下がると。やはりなかなか区民の実態というのは厳しさが増しているばかりかなというふうに思うんです。やっぱりそういうときに、区がしっかりとその声を国にも上げていく、やはりそういうことをぜひやっていただきたいのと、あと前から私たち言っているんですけれども、国のほうから給付金25％というのが来ることになっているけれども、実際に25％来ていないということだというふうに思っているんですが、やはりそれをしっかり25％足立区のほうにもお金を出しなさいと、それをしっかり言っていっていただきたいというふうに思っていますが、いかがでしょうか。

（酒井副部会長）
　はい、どうぞ。

（依田高齢サービス課長）
　高齢サービス課長でございます。

　昨年度、私が保険料を決める際に介護保険課長でしたので、私から答弁をさせていただきたいと思います。

　保険料につきましては、私どもも前から言っておりますように、上げたいというつもりはありません。安く、１円でも安くということで、以前から答弁をさせていただいているように、ぎりぎりの数字を出させていただいているつもりでございます。国に対しましても、市長会ですとかさまざまな場面を通じて保険料が安くなるように国の負担割合をもっと上げてほしいですとか、今委員のご発言にありました調整交付金等についてもしっかりと約束どおりの数字を出してほしいとか、そういう要望を上げさせていただいております。

　現在、特別区の課長会においては、実は保険料のことについては余り話題になっておりませんが、特別区の課長会ですとかいろいろな場面、場面での動向を見きわめて、保険料については１円でも安くなるようにしっかり取り組んでいきたいと思っております。
（酒井副部会長）
　浅子委員、よろしいでしょうか。

　ほかにございますでしょうか。

　はい、どうぞ。

（村上委員）
　老人クラブの村上と申します。
　この介護サービス受給者数、その下ですね。介護サービス給付のことで、今の在宅でやる方がふえていますから、この居宅のサービスというのはすごく金額が出ているのはわかるんですよね。270億ですとか予防介護に19億を使っていると、こういう数字が出ていますけれども、これ年々この見通しとして３％ぐらい上がる見通しを立てているのかどうかということと、この予防給付に19億使っていて、どの程度の効果があったのか、その辺がわかれば教えてほしいんですけれども。

（酒井副部会長）
　担当課でお願いできますか。

（依田高齢サービス課長）
　高齢サービス課長でございます。

　介護保険の給付につきましては、昨年度計画をつくる際に、いろいろご説明をさせていただいておりますけれども、要介護、要支援の方につきましては、恐らく毎年1,000人ずつふえていくだろうという想定は、今委員ご発言のとおり、ふえ続けてしまうから、私どももいろいろな取り組みをして、その人数が少しでも減るように頑張っていきたいと思っております。

　それから、予防給付につきましては、要支援１と２の方についての金額でございます。要支援１と２の方については、実はかなり流動的な部分がありまして、要支援１と２の方の中で、辞退しますという方もいるのが事実で、どの程度予防給付、要支援の方々が通所介護、訪問介護による効果があるのかというところまではつかまれておりませんが、そういう元気になっていただけるような取り組みも、この先、地域包括ケアシステムですとかそういった中で検討していきたいと思っております。

（酒井副部会長）
　どうぞ。

（村上委員）
　というのは、やはり人間はサービスがよければだんだん悪くなるというのは私の持論なんです。ですから、この予防給付に19億使って、だんだん悪くなっていくとかふえるのでは困るので、これを使った結果、辞退する人がいるということはすごく歓迎するんですよね。そのようにこの予防給付でもってこれだけ使って、このぐらい年々減りますというならわかるんですけれども、年々ふえていきますよというような話はちょっと困るなということで。

（酒井副部会長）
　では、お願いします。

（依田高齢サービス課長）
　高齢サービス課長でございます。

　これも申し上げるまでもなく毎回ご答弁をさせていただいておりますが、私ども介護サービスの切り捨てはしたくないという思いが非常にあります。適切な方に適切なサービスをと思っておりますので、今、委員のご発言の使って元気になるような取り組みが何かできないかということについて、これから検討してまいりますので、こういったご答弁でご容赦いただければと思っております。よろしくお願いいたします。

（酒井副部会長）
　よろしいですか。

　それでは、ほかにございませんでしょうか。

　よろしいですね。

　それでは、報告事項の１と２については意見が出尽くしたと思います。

　次に、報告事項の３、４、５、この３つについてのご意見、ご質問をお願いしたいと思います。３から５ですね。

（村上委員）
　すみません、同じく村上ですけれども、このチェックリストですよね、これ既に送られてきましたよね。それで、返事を出したんですけれども、この返事を出した人、未返済の人、一体これが認知症の疑いがあるということなんですけれども、どのぐらい予定しているんですかね、未返送者というのを。

（酒井副部会長）
　はい、お願いします。　
（依田高齢サービス課長）
　高齢サービス課長でございます。

　昨年度の実績で申し上げさせていただきますと、回答率６割５分ということになっております。一般的なアンケート調査ですと、４割程度という目安がありますので、非常に回答率が高いということで思っております。今年については、設問数をふやさせていただいておりますので、６割を切るような回答率になってしまうのではないかというように思っております。お送りしている方が13万人強ですので、回答率５割だとすれば、６万5,000人ぐらいの方が未回答になってくるというような数字だと思っております。
（村上委員）
　そうしますと、その未回答の方に対してのチェックね、これ逆に、相当な時間がかかるような予想をするんですけれども。

（酒井副部会長）
　はい、お願いします。

（依田高齢サービス課長）
　今回、お送りしている13万人強の方ですけれども、要支援１と要介護の方を対象から外させていただいております。今回、この未回答の方にこそ認知症の疑いがある方がいるんじゃないかというのが、実は先進自治体の中でも調査結果になっておりまして、私どもも未回答の方に対して順番をどう決めるかというのが重要だろうと思っております。きょう欠席ですけれども、久松先生ですとか精神科、認知症に強い先生方にお話を聞くと、東京都の長寿研の先生方にお話を聞いても、今思えば、あのころから認知症が出始めたねというのが70歳ぐらいが多いというお話を聞いております。ですから、まずはそのあたりの方々にスポットライトを浴びせさせていただいて、多少年齢を前後させながらやっていきますが、今委員のご発言にもありましたように、どれくらいで一周するのと言われますと、大きい地域包括支援センターですと１年近くかかるか１年かかっても終わらないかという数字が電卓たたくと出てきますが、こつこつ進めさせていただきたいと思っております。

（酒井副部会長）
　それでは、ほかに。

　どうぞ。では、白石議員。

（白石委員）
　最初、包括ケアシステム推進会議のことをちょっとお伺いしたいんですが、ここに議員が入っていないんですよね。交通問題の特別委員会のときに、交通もこうした同じような会議、議員が入っていない会議があるんですね。結果的に、結論が出てきちゃうんです。例えば「はるかぜ」のコースはこうしたいとか、新しいコースはこうなりますとかというような話が結果的にもう出てきちゃうんですね。そうすると、委員会として、議員がもちろん委員会で来てチェックしたらいいじゃないかと言うけれども、民間の人たちがせっかく考えて新しいものをこうしたいと言ったときに、議会がこれはだめだ、いいというのはなかなか難しいんですよ。その前にこうした会議でチェックができるんならば意見が述べられるならば、そのほうがずっといいと私は思いますので、この会議に議会をなぜ抜いたのか、そのことと、もう一つ、資料５の負担割合の変更、この変更そのものに問題はないんですけれども、私たちがこの間、予算委員会だと思いますけれども、自由民主党のほうでその事業内容の中に振動吸収畳、これ横須賀のほうでも正式に採用されているんですが、今畳というのはお年寄りには非常にフローリングよりは畳のほうがずっといいんですね。だから、そういう意味で畳で衝撃を吸収する畳というのを、畳屋さんがつくったんです。それを横須賀のほうでは、福祉用品として採用して、助成金を出しているんです、２割。
　ですから、そうしたものについてぜひ、もう今ここに決まったものはこれがだめじゃないんですよ。新しくぜひフローリングよりは、私ら考えても畳のほうがずっと気持ちがいいんですよ。ですから、そうしたものが入れられないものかどうか、この２つをお答えいただきたい。

（酒井副部会長）
　はい、お願いします。

（依田高齢サービス課長）
　高齢サービス課長でございます。

　まず、地域包括ケアシステム推進会議についてでございます。

　こちらの会議につきましては、医療関係者、介護関係者の方々で現場に即した細かいご議論をいただきたいという思いがございまして、限られたある程度絞り込まれた方々でのご議論の場とさせていただきたいと思っております。ただ、今、委員のご発言にありましたように、そこで決まったものをどんどんということではなく、こちらの地域保健福祉推進協議会ですとか議会にもきちんと情報を提供させていただいて、特にこちらの地域保健福祉推進協議会におきましては、内容がかなり似通った部分もありますので、逐次こちらにもご報告をさせていただいて、ご意見をちょうだいして、その中で地域包括ケアシステムの推進会議も運営をさせていただきたいというように思っております。
　今回、限られた人数で１回スタートさせていただいて、そこのご議論の中で参加していただく方の増減についても検討をあわせてしていただきたいという思いもございますので、今回についてはご了承いただければと思っております。

　また、畳の件でございますが、私も横須賀の話を確認させていただきました。横須賀につきましても、畳、お金がある程度かかります。横須賀については、なかなか宝くじみたいなものだというお話もあるようですので、畳がいい、悪いについては私も畳が悪いとは少しも思っておりませんので、少しもうちょっとお時間をちょうだいできればと思っております。

（酒井副部会長）
　はい、どうぞ。

（白石委員）
　地域包括ケアシステムというのは、まさにこれ介護保険をどうするかという介護保険をこれから円満に円滑に運営していくための、これ基本なんですね。私たち自民党もおととし長崎でやっている在宅のケアシステムを視察に行ってきましたけれども、こういうシステムをどうやってつくるかということが、やはり介護保険を円滑に運営していくにはどうしても欠かせない大切なことなんですね。
　ですから、その基本のこの会議の中に議会の意見が反映されない、このことについてはどうも理解できないと。専門の知識を持った人たちにお願いするんだと言うけれども、じゃ、議員は全然だめなんですかと。私たちも少なくともこうしたことについては相当一生懸命勉強させてもらって、意見が出せるようにしているわけですね。
　ですから、このことについてはぜひ早い機会に検討してほしいと。議会の代表を入れてほしいということについてひとつ要望しておきます。
　それともう一つ、横須賀を見に行ってきた、横須賀について検討させてもらったということで、これが宝くじみたいになかなか実際申し込んでも当たらないということでしょう。当たらないということは、希望者がそれだけ多いということなんですよ。今、若い人たち、みんな、床はフローリングにしちゃうんですね。畳のほうが滑りにくいし、フローリングのほうが絶対に転んだりしたときに衝撃が大きいんですよ。だから、横須賀のほうでは申し込んでもなかなか当たらないというふうに申込者が多いということですから、そのことについては余り申込者が多いから困るんじゃなくて、これだけ希望者が多いんだということをひとつ念頭に置きながら、来年度に向けてこうしたものが入れられるか、入れられないかじゃなくて、入れる方向でぜひ考えていただきたいというふうに思います。よろしくお願いします。

（酒井副部会長）
　それでは、ほかにございますでしょうか。

　長谷川委員、お願いします。

（長谷川委員）
　地域包括ケアシステム推進会議の設置についてですが、今、白石議員からもお話がありましたように、私のほうもこの構成員はぜひとも区民の代表者である区議会議員も構成員に含めていただきたいという思いでおります。やはり現場に即した構成員ということで、今、お話がありましたが、現場の生の声、それを間近に聞いているのは私たち区議会議員です。ぜひともこの構成員の中に区議会議員を入れていただくということを検討していただきたいと、早急に検討していただきたいということを要望させていただきます。

　あと、要望がもう一つありまして、地域包括ケアセンター25ブロックあるかと思いますけれども、地域によって課題はさまざまだと思います。ぜひともその地域包括ケアセンター25ブロック、各ブロックごとのその会議体というものを私は必要だと思っておりますけれども、その活動状況の把握と、それからそれを集約した形でこの推進会議の中で生かしていただきたいと思います。いかがでしょうか。

（酒井副部会長）
　はい、お願いします。

（依田高齢サービス課長）
　高齢サービス課長でございます。

　介護の委員構成については、先ほど白石委員にもご答弁をさせていただいているので、地域包括支援センターの検討のあり方についてご説明をさせていただきますと、今、地域包括支援センターごとに地域ケア会議というものをやっております。地域ケア会議の小会議というものを地域包括単位でやっていただいておりまして、そこについては各地域ごとでの問題ケース、課題ケースのカンファレンスというような形でやっていただいております。

　それとは別に、地域包括ケアシステムの構築の中に、国はできれば中学校区域という話がありますけれども、各地区において協議会を設置できればしなさいという話があります。また、そこに協議会の中にコーディネーター的な役割の人を置いて、地域支援の開発等に取り組むということもうたわれておりますので、足立区においても、順番を追ってやっていきたいと。正直なところを申し上げまして、今、地域包括支援センター、とてもとても大変です。先ほど申し上げましたように、認知症の方も重篤な方がとても大変な状況になっていますし、私が、高齢サービス課長になって、最近非常にお問い合わせいただくのが、妄想症の方ですとかそういった方々の問題もかなり出てきていますので、順を追ってしっかりと取り組んでいきたいと思っております。

（酒井副部会長）
　浅子委員からどうぞ。
（浅子委員）
　今の関連なんですけれども、地域包括支援センターを中心にケア会議を開催しているということで、それで以前に地域包括支援センターというのは、大体地域的に規模でこのぐらいの規模で１カ所決まっていて25カ所となっていたんですが、ちょっと地域的に足らないと、その規模からいくと。やはり佐野のほうがもう本当は１カ所ぐらい必要じゃないかという話があったんですが、その佐野のほうのもう１カ所というのは、どんなふうな状況なんでしょうか。

（酒井副部会長）
　どうぞ。

（依田高齢サービス課長）
　高齢サービス課長でございます。

　今、お話にありましたように、佐野については対象人口１万人を超えてしまっております。一番小さいところですと4,000人という話になっていますので、佐野についてはかなりオーバーフローしていると。ただ、私ども検討していないわけではないんですが、この先、実はしばらくの間は65歳以上の高齢者の人口はふえ続けますが、あるときを境にして65歳以上の人口については減少傾向に入ります。ただ、75歳以上の人口についてはふえ続けていくという状況になっておりまして、またあわせて、財政的なものが介護保険の会計の中の地域支援事業というところになるんですけれども、そうした会計に触れる、会計に対しての問題点もいろいろありまして、なかなか答えが出せない状況になっております。地域包括支援センターのあり方については、とりあえず庁内で検討させていただいておりますので、今ご指摘のありました佐野が大き過ぎるんじゃないのというところについては、しっかりと検討をしていきたいと思っております。

（酒井副部会長）
　はい、どうぞ。

（浅子委員）
　この目的にあるように、やっぱり高齢者が可能な限り住みなれた地域で、やはり尊厳を保持しながら自立した生活を営むと。やはりそれが目的で、じゃそういう点では本当によく見えるようなやっぱり包括がきちんとその場所、その場所にあるというのも必要なことかなと思いますので、ぜひ引き続き検討をしていただきたいというふうに思います。

　あと、家族、最も現場というとやはり家族の方々が一番悩みを抱えているし、現状で困っていることが具体的になっているので、この委員構成の中では、もちろん家族の方が入っていないんだというふうに思います。議員も入っていなくて、その意見もきちんとここの推進協議会とかいろいろな形で聞いていくと、委員会でですか、議員のほうは委員会でも聞いていくというお話でしたけれども、やはり家族の方とか最もその高齢者の身近な方々のやっぱり声というのもきちんと聞けるような保障もつくっていただきたいというふうに思っているんですけれども、どうでしょうか。

（酒井副部会長）
　お願いします。

（依田高齢サービス課長）
　高齢サービス課長でございます。

　区内関係団体の構成員というところで、38名ということで示させていただいておりますが、ここには医療関係者の方と介護関係者の方、介護関係者の方の中に、ご家族等々の代表の方も入っていただければいいなと思っていますし、それ以外に団体というところで、事業者の方だけではないさまざまな区内の団体の方に参加をしていただければということで思っておりますが、先ほどから申し上げておりますように、あちらこちらに話が飛ばないようにしたいということもありまして、最小限でスタートさせていただきたいと思っておりますので、メンバー構成につきましてはもうちょっとお時間をいただければと思っております。
（酒井副部会長）
　はい、どうぞ。

（浅子委員）
　まず、介護保険外サービスと自己負担割合変更についてという項目なんですけれども、先ほど村上さんからもお話がありましたけれども、やはり使って元気になる取り組みをぜひしてほしいという点からいくと、所得が一定程度ある人は２割負担になりますよというのは、この項目はまさしくその項目だなというふうに思っているんですね。やはり例えばシルバーカーなんかは、足がおぼつかなくてもシルバーカーがあるから外に行ってお使いもできるし、外泊もできると。それからあと、手すりなんかも、やっぱり家のあちらこちらにあるから何とかひとりで家の中は歩いて、いろいろな掃除なんかもできるんですよと、よく私なんか本当に聞くんですね。

　だから、そういう点からいうと、これこそ本当に使って元気になるものだなというふうに思っているんですが、それがあえて２割負担になるというのは、ここにありますけれども、介護保険制度と均衡を図るためとありますが、これは国のほうからそういう通達とか出てきているんですか。
（酒井副部会長）
　はい、お願いします。
（依田高齢サービス課長）
　高齢サービス課長でございます。

　これは、先ほどご説明いたしましたように、介護保険制度において一定所得のある方については２割負担をお願いしたいというものでありますので、私どもにつきましても、介護保険外サービスといいましても、例えば手すりの取りつけですとか、これは介護保険の制度の中でもある制度でございます。そうした意味で、保険外サービスについては１割で保険のサービスの方が２割でというと、均衡を失してしまいますので、適切な管理をさせていただくということで、２割の制度を導入させていただくということでございました。一定程度の所得のある方だけが対象ですので、大変失礼な言い方ですけれども、そうでないある程度所得が限られている方については今までどおり１割負担ですので、ご了承いただければと思っております。
（浅子委員）
　今、答えていただけていないのがあるので、介護保険制度の均衡を図ると決めたのは国のほうからの通達で決まったのか、それとも足立区が独自にそういう考えを持っているのかをちょっと伺いたいんです。

（酒井副部会長）
　どうぞ。

（依田高齢サービス課長）
　高齢サービス課長でございます。

　こちらの一部２割負担にするということにつきましては、区で判断をしております。

（酒井副部会長）
　では、前野委員。

（前野委員）
　地域包括システムの推進会議に議員さんが入られないということですが、またこの議員さんにつきましては、やはりさまざまな会議体で話がされるかと思いますけれども、この地域包括システムのスケジュールは今後どのようにつくられていくのか、その点、まず１点目お伺いしたいと思います。
（酒井副部会長）
　お願いします。

（依田高齢サービス課長）
　高齢サービス課長でございます。
　地域包括ケアシステムのスケジュールですけれども、なるべく早いうちにこの会議体を開催をさせていただきたいと思っております。ただ、この会議体の前にできるところはチェックをさせていただきたいということで、６月に議会答弁させていただいておりますが、医療関係者と医師会と歯科医師会と地域包括支援センターで100名程度集まって、医療介護連携のための研修会というものを開催をさせていただいております。その主催につきましては、区と医師会の共催でやらせていただいておりますが、この後９月、11月、来年２月という形で、そういった研修会を断続的に開催をさせていただいて、まずはそちらの中で医療、介護の問題点、連携のための問題点ですとか、そういった問題の抽出を少しずつは図っていきたいと思っております。

　そうした中において、医療介護の連携推進のための部会の中でどういったものをお題として取り組んでいけばいいのかですとか、そういったところについても検討させていただきたいと思っております。

　具体的なスケジュールとしては、国からは平成30年まである程度の形を示しなさいと言われておりますので、まだ２年ちょっとお時間がありますので、その中できちんとこちらの会議の中でご意見をいただきながら組み立てていきたいと思っております。

（前野委員）
　最後に１つ。この地域包括システムとこの28、29、30で基本構想が新たに新しくしっかりつくられていくと思いますけれども、その辺の基本構想、基本計画とともに、この地域包括システムも同時並行で進められていくと思うんですが、しかし、やはりこんな足立区にしていくんだという、この一つの方針というものをしっかり打ち立てていかないとならないかなと思いますけれども、その辺はこの基本構想、基本計画とのこの整合性というのはどういうふうにつくられていくのか、その辺ちょっとお伺いしたいと思います。

（酒井副部会長）
　どうぞ。

（依田高齢サービス課長）
　高齢サービス課長でございます。
　今、委員ご指摘のとおり、ちょうど基本構想に着手しているタイミングでございます。こちらに記載させていただいておりますけれども、高齢者の方が可能な限り住みなれた地域でということで、ここに書かせていただいている文言がなかなか難しいお題ではありますが、先ほどから申し上げておりますように、75歳以上の方がふえ続けていく中で、地域でどのように生活をしていただくのか、また施設に限りがございますし、介護人材、医療人材についても限りがあるというのが最近顕著にあらわれてまいりましたので、そういったものをきちんと踏まえながら、可能な限り基本構想、基本計画に含まれるような形で取り組んでいきたいと思っております。

（酒井副部会長）
　ほかによろしいでしょうか。

（奥野委員）
　すみません、奥野です。

　資料５のところで今までご議論がたくさんありましたが、この介護保険外のサービスのことについて書かれていますが、その根本となる介護保険では８月１日から自己負担割合は２割となると。どのくらいの方がこの２割負担になる予定か、そして、その方たちの介護サービスの利用サービスの種類というのは、施設のサービスであろうと在宅であろうと、すべてが対象で２割負担になるのか、その辺ちょっと私がわからないので、教えていただけますでしょうか。

（酒井副部会長）
　お願いします。

（皆葉介護保険課長）
　介護保険課長です。

　全体の数なんですが、約2,800人でございます。
　すべてのサービスが２割負担になるということは間違いございません。

　以上です。

（奥野委員）
　ありがとうございました。

　次に、もう一つ教えていただきたいんですが、資料６のところで、実際に下のほうの今後の予定の中の③でもの忘れ等認知機能の自覚症状が多くある方というところの下ですが、地域包括支援センターで認知症専門員が訪問すると書かれていますが、この認知症専門員というのは具体的にはどのような職種の方で、そして人数的には何人ぐらい区内に配置されて、この方たちは正職員なのかそれとも何か嘱託のような身分なのか教えていただけますでしょうか。
（酒井副部会長）
　はい，お願いします。

（依田高齢サービス課長）
　高齢サービス課長でございます。

　認知症の専門員につきましては、各地域包括支援センターに１名ずつ新規に配置をお願いしています。足立区につきましては、25の地域包括支援センターすべて委託でお願いをしておりますので、各法人に１名追加をお願いをしているところでございます。

　職種につきましては、看護師ですとか保健師ですとかそういう認知症のある程度の知識のある職種に限定させていただいて、配置をお願いしております。

（酒井副部会長）
　それでは、かなりこの点については議論が出たと思いますので、地域包括ケアシステム推進会議の体制については、今後よろしく進めていっていただきたいと思います。

　それでは、次の報告事項の審議に行きたいと思います。

　報告事項の６についての審議に入りたいと思います。ご意見、ご質問をお受けしたいと思います。

　よろしいですかね。

　そうしますと、本日の議事はこれで終了ということになるんですが、それでは、ここから事務局にバトンタッチをしたいと思います。

　連絡事項がありますのでお願いします。
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